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● 注目すべき竹中教授の提唱するスーパーシティー構想 

去る 10月 5日に開催された第 19回未来投資会議において、第四次産業革命を含む今後の成長戦略

の方向性が議論された。公開されたその議事要旨を見ると、竹中平蔵委員（元総務大臣）が「重要な

ことは、第 4次産業革命が都市空間とそのマネージメント全体を変えているということなのだと思う」、

「アメリカのグーグルもトロントで都市全体をグーグル化するという都市計画を発表している」、「日

本においてもこのような新しい社会の姿を集約した、いわば、スーパーシティーを作るというような

政策が突破口になるのではないかと思う」と発言していることが注目される。 

これまでの第 4次産業革命論では、ICT、AI、IoT、Big Data、Deep Learningといった技術革新論

が先行し、それらが展開・活用される場である都市のサイドから、全体を束ねる Society5.0 の提案が

ないことが気になっていたところ、今回このような提案がなされたことは心強い。 

官民データ活用推進基本法、生産性向上特別措置法、医療ビックデータ法など新しい社会を作るた

め、ここ数年の間に用意された様々な新法等を活用して、2020年の東京オリンピックの開催を念頭に

置いて、タイムリーにスーパーシティー構想の具体化が望まれる。具体の内容はまだわからないが、

現在議論になっているような事項、キャッシュレス決済、行政手続の自動化・デジタル化・顔認証化、

遠隔医療の IoT 化、介護のロボット化、シェアリングエコノミーの普及、自動運転の実用化等々の実

現は可能であろう。そして、それらが歴代のオリンピック開催都市が残してきたレガシーに勝るとも

劣らない内容になるような対応を、東京オリンピックにおいても求めたい。 

11月 2日に開かれた、国土審議会の下にあるスーパー・メガリージョン構想検討会においても、ゲ

ストスピーカーとして招かれた加山俊夫相模原市長は、リニア中央新幹線の中間駅と圏央道のインタ

ーチェンジが交差するところに所在する相模原市こそが未来投資会議において提案されているスーパ

ーシティー構想を展開する場にふさわしいとし、通常の事業方式を踏襲していては時間がかかる過ぎ

ることから、トップダウンによる事業の迅速化に向けた配慮を求めた。 

 

（参考）第 19回未来投資会議（2018.10.5）における竹中教授の発言（抜粋） 
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